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2. 外国人の子どもたちに対する日本語支援の課題

1. 高校進学につながる継続的な支援

2. 地域の持続可能な発展のために

「誰一人取り残されない」公正で包摂的な地域社会を目指す」
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報告の流れ

写真：シスターマリア・マルドナド（左）とシスターロサ・マリア・コルテス（右）1960年代来日当時
上智大学短期大学部（2024) 「他者のために、他者とともにー上智大学短期大学部サービスラ

ーニングの挑戦」参照



0. 神奈川県秦野市について

備考概要

小田急線「鶴巻温泉駅」「東海大学前」「秦野駅」
「渋沢駅」の４駅
東名高速「秦野中井インターチェンジ」

都心から約60キロ位置

約16.1万人(2024)人口

人口の2.5%、増加傾向4,050人（2023年1月)外国人登録者数

減少傾向（小中学生の2％弱）約220人（2023年)外国籍小中学生数

約半数に「国際教室（加配付）」あり小学校13校、中学校9校小中学校数

市内数カ所地域日本語教室
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1. 秦野市における外国人の子ども
たちの支援の現状

1. 秦野市の「内なる国際化」の進行

2. 上智大学短期大学部における日本語支援35年の歴史

3. 秦野市の日本語指導体制

4. 秦野市と上智大学短期大学部の連携
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1.1 秦野における「内なる国際化」

1980~90年代 インドシナ難民に続

いて、南米日系人が定住

1975 ベトナム戦争終結

インドシナ難民発生

144万人のうち130万人は、米加豪へ (注1)

1979 「姫路定住促進センター」開設

1980 「大和定住促進センター」開設

1988 秦野市内にも難民定住者

カンボジア43人、ラオス21人、合計64人

日本の難民受入 11,319人（注２）

注１ アジア福祉教育財団http://www.rhq.gr.jp/index.htm
注２ 法務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/nanmin/main3.html
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「内なる国際化」のかげで取り残された人々

1987「インドシナ難民と
共に歩む会（注3）」設立

1987年2月 秦野市内の病院で、カンボジア人難民男性が入院中の妻を病室で殺害する。ま

た３人の子ども達も自宅で殺害されるという事件が起こった。この出来事は秦野市民に大きな

衝撃を与え、すぐに支援団体が立ち上がり秦野市とともに「外国籍市民」への支援活動が始

まった。現在は外国籍市民の社会統合が進み、この事件も風化しつつある 。

1987「中南米の人々を考
える会」設立

「秦野日本語教室」を運営

2015 「歩む会」「考える会」統合
（注４）

1988 「家庭教師ボラ
ンティア」活動開始

2007
提携協定

2019
正課科目化

サービスラーニングに発展
・2009 カレッジフレンド （小

中学校日本語支援）
・2010 コミュニティフレンド（地

域日本語教室）

サービスラーニング3科目
・サービスラーニング入門講座
・地域日本語支援
・小中学校日本語支援

シラバス：
https://www.jrc.sophia.ac.jp/uploa
ds/2023/03/syllabus20230913.pdf

 市民団体による「外国籍市民」支援開始

 上智短期大学の日本語支援

（注3）「東南アジアの人々と共に歩む会（編）」（2018) 『歩 AYUMI 30周年記念誌』
（注４） 「秦野日本語教室HP」 https://hatano-nihongo.com/history/



1988年〜2008年「家庭教師ボランティア」

当初、学生は秦野市内の市民団体による週末の日本語教室を手伝っていたが、平日の夜外国人の家庭へ赴いて日本語
支援を行う「家庭教師ボランティア」へと変化し、2008年まで 継続した。
最初の16年間で、のべ930人の学生が参加、635人の学習者（幼児から成人まで）を支援。支援は先輩から後輩へとリレー
とバトンが渡された。

1.2 上智短大の日本語支援35年の歴史

派遣先の調整や家庭との連絡等は、教員であるシ
スターとボランティア学生、卒業生等が行った 。
活動はキャンパスミニストリーが管轄。
写真：シスターコルテス（左）と卒業生スタッフ
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コミュニティフレンド
（地域日本語教室）

・日本語教室：大学が直接運営

・活動：平日夜、週2日、2拠点で開催（2024)

・内容：日本語・教科学習支援

・学習者: 幼児から成人 約20名/1拠点

・学生：サービスラーニング（地域日本語

支援）履修生20名、またはボランティア

・支援者教育：実習とは別の日にある講

義の中で行う、担当教員も活動に参加

し現場で指導

カレッジフレンド（小中学校派遣）

・活動の場：秦野市内小中学校、木曜午前中2

時間/週、11週間/学期

・手順：支援要請：学校（4月）→市教委→大学

5月〜7月、10月〜1月に、学校へ派遣

・学生：サービスラーニング（小中学校日本語支援）

履修生 約20名/学期、1〜3人派遣/校

・支援対象：「特別の教育課程」対象児童生徒

・支援形態：取り出し、または入り込み

・支援者教育：講義の中で行う、教員は巡回指導

市と連携し、２種類の日本語支援体制

2009年 成人向けのサバイバルジャパニーズから、
子ども達の教科学習支援に重点をシフト
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外国人児童生徒の概要

• 小中学生全体 約220人（2023年度、9年連続減少）

• 約90％（日本生まれ、または就学前渡日）

• 日本語指導が必要な児童生徒 120人（小学生の60%,

中学生の40%程度、2023年度、約55％）

1.3 秦野市における日本語指導体制
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（秦野市教育委員会調査データ（非公開）を宮崎が編集）
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秦野市の日本語指導体制

1. 国際教室：約半数の学校に配置

2. 全校で「特別の教育課程」編成

3. DLAによるアセスメント実施（年１回）

4. 日本語支援に年数の上限なし

5. 指導者：国際教室担当教諭、日本語指導推進
事業協力者（2023年度14名、12言語）、大学
生ボランティア（カレッジフレンド）



資料1. 秦野の外国人児童生徒の母語・出身

母語上位３言語：スペイン語＞ベトナム語＞ポルトガル語
出身国上位３カ国：ベトナム＞ブラジル＞ペルー
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（秦野市教育委員会調査データ（非公開）を宮崎が編集）



1.4 秦野市と上智大学短期大学部の連携
2007 秦野市・上智大学短期大学部提携事業協定

秦野市・上智大学短期大学部提携事業運営会議（年１回開催）

2014 多文化共生教育研究協議会設立

外国籍児童生徒の教育や多文化化に関する研究での連携

秦野市教育委員会

秦野市教育研究所

上智大学短期大学部
地域連携活動委員会 担当教員3名

多文化コーディネーター

小中学校

管理職

国際教室担当者等

合同

• 年度始め顔合わせ会

• 来日の児童生徒に関する情報共有随時

市教委側：

• 学校派遣学生の登録

• 学生派遣に対する交通費補助(1回/千円）

大学側：

• 国際理解教育研修企画協力・講義

• 国際教室担当者へのDLA研修
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学校側：受け入れ準備（担当教員、支援対象決定・名札・ロッカー等） 派
遣学生のマッチングなど、出席簿管理

大学側：サービスラーニング科目担当教員が学生派遣先を巡回指導

秦野市側：

◼ 春：外国人児童生徒在籍数・支援希望調査

◼ コミュニティフレンド（地域日本語教室）情報を

学校や保護者に共有

◼ カレッジフレンド活動実績取りまとめ

学校側：

◼ 日本語指導要請/「特別の教育課程編成」

◼ 中学卒業後の進路調査

◼ カレッジフレンド出席報告



2. 外国人のこどもたちに対する日
本語支援の課題

1. 高校進学につながる継続的な支援

2. 地域の持続可能な発展のために



2.1 高校進学につながる継続的な支援

• 年に一度「特別の教育課程」編成計画の根拠としてのDLA活用する

• DLA結果を小中学校の国際教室担当者と共有する(資料２、スライド14）

• 高校進学実績を小中学校担で共有する（資料3,4, スライド15,16）

• 国際理解教育研究会（旧国際教室担当者会）で定期的に顔を合わせ情報

交換を行う

• 上記で他校の国際教室を訪問し、指導方法や学校ごとの課題を共有する

• 外国につながりのある大学生や保護者等の話を聞く機会を設ける
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1. 高校進学を可能にするというゴールの共有
2. 小学校と中学校の連携
3. 日本語力のアセスメント



小学1年生（日本生まれ）の日本語の力
・「話す」ステージ2 ＞ 「読む」ステージ1
・JSL評価参照枠＜全体＞ ステージ2

・「話す」方が「読む」よりも得意。日本生まれ
でも初期支援段階

中学3年生（就学前渡日）日本語の力
・「話す」ステージ4＞「読む」ステージ3
・JSL評価参照枠＜全体＞ ステージ4

・現地生まれでも、人によっては教科学習に
必要な日本語力の習得には10年かかると
一致

10~13歳渡日の中学3年生
・「話す」ステージ2＜「読む」ステージ3
・JSL評価参照枠＜全体＞ ステージ4

中学3年生で、JSL評価参照枠でステージ4
あれば、高校でもやれる可能性大
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資料2. 支援が必要な小1と中3の日本語の力

渡日時期と日本語の力の関係（DLAによる評価から）

1. 日本生まれで「会話」は流暢でも、小学校低学年では学校生活に必
要な日本語力は十分ではない子どもは多い。

2. 中学3年生になってもまだ支援が必要な生徒は一定数いる。

（秦野市教育委員会調査データ（非公開）を宮崎が編集）
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15

・支援体制が整えば、誰もが高校に進学できる
定時制高校進学3人に1人(2013)からゼロ(2018)へ

・コロナ禍を経て定時制・通信制高校進学者が増加傾向

秦野市教育委員会調査データ（非公開）を宮崎が編集
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計
日本語指日本語指導
導必要なし必要

853普通科2022年度の外国つながりのある中学
211専門学科

公立
県内高等学校
（全日制）

卒業生 計24人 312総合学科

1376計

321普通科
私立進学実績

321計全日制 16/24 （66%)
定時制 3/24 （12% 、内2名は日本語指導な

し）

21１普通科

公立

県内高等学校

（定時制） 110総合学科

321計
通信制 4/24 （全員日本語指導なし）

240高等学校通信制帰国 1/24 （日本語指導なし）
000特別支援学校高等部

240計中学生の日本語力
110その他(帰国含む）

日本語指導を受けていない生徒の中に、教科学習の
110計

力が十分についてない生徒もいる可能性あり（基本
000未定的にDLAは日本語指導を受けている生徒のみ実施）
24168総合計

資料4. 進路実績の詳細(2022年度生)

石井（2024) 「令和4年度卒業生のうち、外国につながりのある生徒の進路

状況調査まとめ（非公開）」を宮崎が編集

「日本語指導を受けてなかった」生徒たちの学力（進路）には日
本語力は影響なかったのか？



発想の転換
外国人児童生徒の教育は未来への投資

日本語指導は「地域社会の持続可能な発展に不可欠」

2.2 地域の持続可能な発展のために

定住外国人の第二世代は貴重な地域人材

＝彼らの教育は未来への投資

SDGs ４ 「質の高い教育をみんなに」

「誰もが取り残されない」包摂的で公正な社会

の実現を目指そう

・少子高齢化、人口減少に伴い地方都市では、地域経済の担い手としての外国人

人材は不可欠

・将来的に外国人児童生徒は確実に増加する
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上智大学短期大学部 デジタルパンフレット2024 
https://www.d-pam.com/sophia/2311291/index.html#target/page_no=37

文部科学省 https://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm
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大学生による日本語支援は、人材不足を補完するだけでなく
ESD（Education for sustainable development)として、多文化
共生社会の担い手を育てる意味がある

日本語支援を持続可能にする地域人材
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